
５ さまざまな取組 

５－１ さらなる水質の保全・向上 

(１) 高度処理の推進 

高度処理は、水道水源の水質保全や閉鎖性水域の富栄養化防止等を目的として、通常行われて

いる標準的な下水処理よりも有機物を高度に除去したり、標準的な下水処理では十分に除去でき

ない窒素やリンを除去したりするものである。 

   京都府においては、洛西浄化センター、洛南浄化センターおよび木津川上流浄化センターで、

市町村においては京都市、宇治市、亀岡市および南丹市の処理場で高度処理を実施している。農

業集落排水や浄化槽についても、良好な水環境の保全のため、高度処理を導入しているものがあ

る。 

窒素およびリンを除去できる高度処理法（ステップ流入式多段硝化脱窒法）の模式図 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２) 合流式下水道の改善 

合流式下水道については、降雨時にし尿を含む未処理下水が放流されることによる水質汚濁が

問題となっており、その改善が課題になっている。 

福知山市では、平成 17 年度から旧市街地の合流式下水道の改善に取り組み、平成 23 年８月に

供用開始した。この事業は、

由良川の水質を改善するため、

降雨初期における汚れが著し

い雨水や汚水を一時的に貯留

する施設、細かいごみを取り

除くスクリーン等を整備し、

放流負荷量を分流式下水道並

みに軽減するものである。 

 

施設イメージ 



洛西浄化センター管理棟(南館)耐震化工事 

５－２ 地震への対応 

(１) 下水道の耐震対策 

大規模な地震時において、未処理下水の流出による水道水源 

の汚染や伝染病の発生、処理場の機能停止によるトイレの使用 

停止、管渠やマンホールの破損による緊急輸送路の交通障害、 

浸水被害の発生等を防止し、最低限の下水道の有すべき機能を 

確保できるよう、下水道の耐震対策が求められる。 

京都府流域下水道では、当面の目標として、被災すると機能 

に重大な影響のある施設の耐震化を図ることとし、処理場にお 

いては簡易放流できる最低１ラインの確保、管渠においては緊 

急輸送路や河川の横断部等（被災後に二次災害の発生が予想さ 

れる個所）の耐震対策を行っている。 

 また、大規模な地震が発生した場合でも、機能を維持または 

早期回復するため、「下水道事業の業務継続計画（下水道ＢＣＰ）」を、国の指針の改訂を踏まえ

流域下水道では平成 31 年３月 19 日に改訂済みである。また、府内市町も一部改訂済みである。 

 

(２) 災害用マンホールトイレの設置 

 災害時におけるトイレの問題を解消するため、京都府内の各自治体において、災害用マンホー

ルトイレの設置を進めており、令和元年度末までに 1,110 基(受入口個数)が設置されている。 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

上：着工前 下：完成 

マンホールトイレ敷設状況 

仮設テント・トイレ便座設置状況 

 

 



５－３ 浸水への対応 

(１) 内水ハザードマップの策定 

記録的な豪雨が頻発する中、豪雨時における住民自身の迅速な対応を促し、浸水被害の軽減を

図ることを目的として、「内水ハザードマップ」が全国の自治体で策定されている。 

京都府内では平成 24 年から３年連続で豪雨災害等が発生したことを契機に、内水対策事業のハ

ード整備と併せて、作成する自治体が広がっており、現在は府内 26 市町村のうち、９市町におい

て策定されている。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【凡例】 

     ：策定済み 

     ：未策定 

京都府域の内水ハザードマップ策定状況（令和２年４月現在） 

※国土交通省ハザードマップポータルサイトから引用。 

http://disaportal.gsi.go.jp/hazardmap/ 

内水ハザードマップの例（福知山市） 

京 都 市 平成 30 年５月改定 

福知山市 平成 28 年３月策定 

宇 治 市 平成 29 年３月策定 

城 陽 市 平成 30 年７月策定 

向 日 市 令和元年６月改定 

長岡京市 令和元年５月改定 

八 幡 市 平成 30 年９月改定 

京丹後市 平成 27 年 12 月策定 

木津川市 令和２年３月改定 

 
※左図：国土交通省ハザードマップポータルサイトから引用（http://disaportal.gsi.go.jp/hazardmap/）。 

【凡例】 

     ：策定済み 

     ：未策定 

http://disaportal.gsi.go.jp/hazardmap/
http://disaportal.gsi.go.jp/hazardmap/


(２)雨水対策施設の整備 

 近年の豪雨災害に伴う浸水被害軽減のために、雨水事業を行っている自治体については様々な

対策を行っており、福知山市や宇治市等においては、学校や地域の公園の地下を利用した雨水貯

留管や貯留施設等を整備している。（図－１） 

 また、高野川流域における度重なる豪雨災害の発生を踏まえ、京都府、舞鶴市により「二級河

川高野川流域における総合的な治水対策協議会」を設け、京都府が行う河川改修と、舞鶴市が行

う下水道による内水対策の連携により浸水被害の軽減を目指している。内水対策としては、ポン

プ施設の整備等のハード対策に加えて、内水ハザードマップ作成等のソフト対策を組み合わせた

総合的な対策を実施している。 

 その他にも、福知山市や綾部市等において、機動的かつ柔軟な対応が可能な排水ポンプ車（写

真－１）の整備が進んでおり、府下市町村で 7台（うち下水道事業課所管は 2台）の配備実績が

ある。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ 雨水地下貯留施設、雨水地下貯留管の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真－１ 排水ポンプ車 
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ップ 
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(３) 各戸における雨水貯留施設の設置 

府民総ぐるみで雨水を「貯める」取組を進め、近年頻発する短時間豪雨に対する防災や雨水の

利活用に役立てていただくため、市町村と連携して平成 27 年度から雨水貯留施設（通称「マイク

ロ呑
どん

龍
りゅう

」）の設置費用を一部補助する制度を創設し、実施している。令和２年４月現在、補助制

度を設けているのは、府内 26 市町村のうち 20 市町である。 

 雨水貯留施設に対する補助を行っている市町村の窓口で個人等が申請し、市町村の審査を経て

受理されたものは、市の補助と府の補助を合わせて受け取れる。 

 令和元年度はこの制度を利用して府内に 342 基が設置された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（令和２年３月末時点） 

市町名 
対象規模 

(ﾘｯﾄﾙ) 
対象費用 助成率※1 限度額(円) 

実績（基） 

  うち R元年度 

京都市 80 以上 購入費 ３／４ 37,500 1665 133 

福知山市 100 以上 購入費 ３／４ 40,000 155 16 

舞鶴市 100 以上 購入費 ３／４ 45,000 8 1 

綾部市 100 以上 購入費 ３／４ 45,000 53 9 

宇治市 80 以上 購入費 ３／４ 20,000 220 20 

宮津市 100 以上 購入費 ３／４ 45,000 23 3 

亀岡市 100 以上 購入費 ３／４ 30,000 117 41 

城陽市 80 以上 購入費 ３／４ 45,000 51 7 

向日市 100 以上 購入費及び送料 ３／４ 45,000 78 17 

長岡京市 80 以上 購入費及び送料 ３／４ 45,000 472 21 

八幡市 100 以上 購入費 ３／４ 45,000 207 14 

京田辺市 80 以上 購入費 ３／４ 45,000 83 8 

京丹後市※2     7 2 

南丹市 100 以上 購入費 ３／４ 45,000 31 12 

木津川市 制限なし 購入費 ３／４ 30,000 298 18 

雨水貯留施設（府庁２号館屋上） 雨水貯留施設の仕組み 

府内市町の支援状況 

雨水貯留施設（八幡市上下水道部） 



市町名 
対象規模 

(ﾘｯﾄﾙ) 
対象費用 助成率※1 限度額(円) 

実績（基） 

  うち R元年度 

大山崎町 100～500 購入費 ３／４ 45,000 74 10 

久御山町 100 以上 購入費 ３／４ 45,000 13 1 

井手町           

宇治田原町 制限なし 購入費 ３／４ 30,000 12 5 

笠置町           

和束町 100 以上 購入費及び送料 ３／４ 45,000 4 0 

精華町 制限なし 購入費 ３／４ 30,000 184 3 

南山城村           

京丹波町           

伊根町           

与謝野町 100 以上 購入費 ３／４ 45,000 5 1 

※1助成率は京都府の負担分を含む 

※2令和 2年 4月より補助制度廃止 
計 3,760 342 

 

 

５－４ 老朽化への対応 

(１) 老朽化施設の増加 

流域下水道では、供用後 40 年を経過した桂川右岸流域をはじめ、所管する４流域の施設（処理

場、ポンプ場、管渠）において、機械設備・電気設備で標準耐用年数を過ぎた機器が年々増加し

ている状態である。 

管渠については、府内全域で50年経過管が約800キロであり、今後急増していく見通しである。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(２)ストックマネジメント計画の策定 

持続可能な下水道事業の運営に向け、膨大な施設の状況を客観的に把握、評価し、長期的な施

設の状況を予測しながら、計画的かつ効率的に管理するストックマネジメント計画に基づいて更

新工事を進めていくこととしている。（４流域策定済） 

 

 

 

 

 

(３) 圧送管点検 

圧送管区間の点検調査については、一般的に点検技術が確立しておらず、点検の実施が困難で

あったが、平成 29 年 4 月に宮津湾流域下水道の圧送管で腐食による漏水事故が発生し、その対応

として、「下水圧送管路における硫酸腐食箇所の効率的な調査技術（Ｂ－ＤＡＳＨプロジェクト:

国土交通省国土技術政策総合研究所）」を用いて調査を実施した。 

調査により、圧送管の腐食箇所が判明したため、防食塗装（エポキシ粉体塗装）の管に布設替

えを行い、腐食を防止する措置を講じた。圧送管区間については今後も老朽化の進行が懸念され

るため、その対策として、点検については管口カメラ調査の活用、劣化箇所の更新としては圧送

区間の 2条管化を実施している。 

 



 

 

 

 

５－５ 省エネルギー・創エネルギー 

(１) 超微細気泡散気装置 

 下水の汚れを分解するために必要な空気を送る装置（送風機）の消費電力量は、処理場全体の

消費電力量の約４割を占める。このため省エネルギー型である超微細気泡散気装置を導入するこ

とにより、送風機の消費電力量を従来の約半分にすることが可能であることから、水処理設備の

新設や改築更新に併せて、順次導入することとしており、現在、洛西浄化センター、洛南浄化セ

ンター、宮津湾浄化センターにおいて稼働している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

H29 宮津湾流域下水道 カメラ調査実施状況 

B-DASH(圧送管路調査技術)   



（２）消化ガス発電 

   汚泥の消化により発生する消化ガス(主成分：メタン)は、再生可能エネルギーとして利用する

ことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 木津川流域下水道洛南浄化センターでは、汚泥を処理する工程において発生する消化ガスを燃

料とした発電を平成 17 年度から行っており、得られた電力量（約 1,000 世帯分の電力）は、同セ

ンターの消費電力量の約 17％を賄っている。 

 また、木津川上流流域下水道木津川上流浄化セン

ターでも、濃縮・消化・脱水により汚泥を処理して

おり、発生する消化ガスを燃料とした発電を平成 27

年 8 月より行っている。発電設備はマイクロガスエ

ンジン式であり、出力 25kw のものが４基ある。得ら

れた電力量（約 200 世帯分の電力）は、同センター

の消費電力量の約 15％を賄っている。 

 

木津川流域下水道洛南浄化センターにおける消化ガス発電事業 

木津川上流流域下水道木津川上流浄化センター 



 市町村事業については、亀岡市年谷浄化センターにおいて、汚水処理過程で発生する消化ガス

の有効利用を促進するため、京都府下では初めての官民連携による民設民営の消化ガス発電事業

を行っている（発電開始は令和 2年 12 月を予定）。 

これは、年谷浄化センターで発生する消化ガスを亀岡市が事業者に売却し、事業者は処理場内

に整備した消化ガス発電施設を用いて、再生可能エネルギーの固定価格買取制度（FIT 制度）に

より売電収入を得て、これにより発電施設の設計・建設、維持管理・運営、撤去までの経費およ

び加温設備の一部の設計・建設の経費を全て賄うものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

亀岡市における消化ガス発電事業スキーム 

 

発電事業者 



(３) 下水汚泥固形燃料化事業と汚泥焼却炉 

 洛西浄化センターでは、3号焼却炉（50t/日）にて、下水汚泥を焼却し、減容化を図った上で、

焼却灰を産業廃棄物として処理を行うとともに、下水汚泥の有効利用を進める観点から、低温炭

化技術により炭化燃料にする固形燃料化施設を平成 29 年度から導入・稼働している。 

特に、固形燃料化施設の導入に際しては、下水汚泥処理技術は技術革新が著しく、民間の独自

技術が多い分野であることから、民間事業者からの提案を公募して検討を進め、ＤＢＯ方式によ

り、処理能力を 50t/日とする固形燃料化施設を導入することとした。製造する固形燃料化物は、

石炭等の代替燃料として火力発電所で有効利用されている。 

この固形燃料化施設は、これまで洛西浄化センターでは焼却して産業廃棄物として処分してい

た下水汚泥から一般家庭約 900 世帯の電気を発電でき、また、リサイクル率の向上や産業廃棄物

の処分費が削減できる効果があるほか、既設の焼却炉と比較して、年間で一般家庭約 1,000 世帯

に相当する約 5,000t の温室効果ガスの排出削減効果がある。 

 また、３号焼却炉は、多層燃焼流動炉として令和元年 9月から稼働され、下水汚泥固形燃料化

施設と組み合わせて、燃料や電気使用量等の維持管理費の低減やライフサイクルコストの大幅な

縮減を図ることが可能となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下水汚泥固形燃料化施設 3 号焼却炉本体 

製造された固形燃料化物 



勝竜寺城公園 

(４) 下水熱の利用 

下水道は年間を通じて温度が一定しており、「冬は暖かく、夏は涼しい」という特性を持つ。都

市内に安定的に、かつ豊富に存在する下水熱を冷暖房や給湯等に有効活用することで、省エネル

ギーと温室効果ガスの削減の一石二鳥の効果が期待される。 

このエネルギーを有効に活

用するため、平成 27 年に下水道

法が改正され、民間事業者等が

公共下水道管理者の許可を受け

て、暗渠内に下水熱を利用する

ための熱交換器等を設置できる

ようになったところであり、京

都府においても「京都府下水熱

民間利用促進ネットワーク会

議」を平成 28 年１月に立ち上げ、

下水熱利用に係る情報・意見交

換、各種課題の検討、情報発信等を行ってきた。 

また、平成 27 年度及び平成 28 年度には、桂川右岸流域下水道、木津川流域下水道、宮津湾流

域下水道及び木津川上流流域下水道を対象として下水熱利用についてのポテンシャル調査を実施

し、調査結果をまとめたポテンシャルマップを公表するなど、民間事業者が下水熱を有効利用し

て温室効果ガスを削減する取組を進めている。 

 

５－６ 資源の有効利用 

(１) 下水処理水の再利用 

 下水処理水の再利用は、都市内における貴重な水資源確保

および良好な水辺空間の創出への寄与を期待されている。 

桂川右岸流域下水道洛西浄化センターの高度処理水（約

1,500m3/日）を長岡京市の勝
しょう

竜寺城
りゅうじじょう

公園の堀に送水し、堀

の水質改善を図るとともに、水と親しむ憩いの場を創出して

いる。長岡京市が昭和 60年度からアメニティ下水道モデル事

業として実施しており、平成２年度から送水し、平成４年度

には勝竜寺城公園の整備が完了。同市のまちづくりの象徴になっている。 

 

 

下水水温と気温との比較（イメージ） 

再生可能エネルギー熱を 

利用できる差分 



(２) 農業集落排水汚泥の堆肥化 

 農業集落排水汚泥は、処理施設周辺に農地があることから、有効利用しやすい。 

 亀岡市川東浄化センターでは、

平成 21 年度に堆肥化施設を整

備し、全汚泥を堆肥（「エコグリ

ーン」として登録されている肥

料）として活用している。川東

地区農業集落排水処理施設管理

組合が策定した利用計画に基づ

き、堆肥は地域農業に役立てら

れ、循環型社会・低炭素社会の

構築に貢献している。 

 

 

(３) 上部空間や増設予定地の利用  

各浄化センターの増設予定地や施設の上部空間を利用して公園や運動広場等を設置し、地域住

民のスポーツや交流の場として親しまれている。 

１ 京都府立洛西浄化センター公園「アクアパルコ洛西」（長岡京市） 

桂川右岸流域下水道洛西浄化センターの水処理施設

の上部空間を利用し、平成８年度に開園。府民の憩い

の場、スポーツの拠点として利用されている。 

平成 27 年３月にはテニスコート６面に夜間照明設

備を整備し、４月から夜間利用を開始した。 

管理運営は、京都府立洛西浄化センター公園管理協

会に委託している。 

２ 洛南浄化センター運動広場（八幡市） 

木津川流域下水道洛南浄化センターの増設予定地を利用し、平成元年に設置。多目的グラウン

ドとゲートボールを設置しており、地域住民のスポーツ振興の場として親しまれている。管理は

洛南浄化センター運動広場運営協議会（事務局：八幡市教育委員会社会教育課）が行っている。 

主な施設の概要 

球技場 面積 13,125 ㎡（125m×105m） 

芝生球技場 面積 8,778 ㎡（114m×77m） 

テニスコート 砂入り人工芝６面 

芝生広場 面積 約 3,700 ㎡ 

設   備 
男女更衣室、シャワー、休憩室 

身体障害者用トイレ 

堆肥保管庫 



３ むくのきセンター（精華町） 

木津川上流流域下水道木津川上流浄化センターの水処理施設の上部空間を利用し、平成 13 年

に体育館とコミュニティーセンター（愛称「むくのきセンター」）を設置。増設予定地には精華

町が多目的グラウンドを、木津川市にある相楽中継ポンプ場の上部空間には木津川市が西部交流

会館を設置し、地域住民のレクリエーションや交流の場として親しまれている。 

 

５－７ 広報ほか 

(１) 広報 

１ 出前語らい 

 府内自治会・教育機関・各種団体等からの希望により、府職員が赴き、府の施策等について分

かりやすく説明する取組である「出前語らい」を実施した。 

 

２ 施設見学・下水道作文コンクール 

 下水道について学習する流域関連市町の小学校４年生を対象に、浄化センターの施設見学を実

施しており、令和元年度は 58 校 3,677 人が参加した。 

さらに、施設見学した小学校４年生を対象に昭和 63年度か

ら「下水道作文コンクール」を実施している。令和元年度は

８校 479 作品の応募があり、12 月７日に「京都環境フェステ

ィバル 2019」の会場にて表彰式を行った。 

また、入選した８作品を公益社団法人日本下水道協会およ

び株式会社日本水道新聞社が主催する第 59 回下水道の日「下

水道いろいろコンクール」に推薦応募し、２作品が小学校高学年 

の部にて入選した。 

実施日 担当部署 対象 テーマ 参加人数 

5 月 8 日 
流域下水道

事務所 

大開小学校 

（４年生） 
「下水のと水循環について」 他 64 名 

5 月 15 日  
流域下水道

事務所 
オムロン(株)OB 会 

「「いろは呑龍トンネル」 

（雨水対策事業） 
15 名 

5 月 26 日 
流域下水道

事務所 
西向日自治会 

「「いろは呑龍トンネル」 

（雨水対策事業） 
26 名 

7 月 10 日 
流域下水道

事務所 

京都府立乙訓高等学校 

（第１学年） 

「下水道と地球温暖化」 

「下水処理のしくみ」 
38 名 

8 月 28 日 
流域下水道

事務所 
大下津町自治会 

「いろは呑龍トンネル」 

（雨水対策事業） 
15 名 

9 月 26 日 
流域下水道

事務所 
洛西土地改良区久我地区 

「いろは呑龍トンネル」 

（雨水対策事業） 
21 名 

11 月 15 日 
流域下水道

事務所 
建設技術研究会 

「いろは呑龍トンネル」 

（雨水対策事業） 
50 名 

令和元年度実施「出前語らい」 



桂川右岸流域      京都市    向日市    長岡京市    大山崎町 

３ 施設公開等 

 毎年、各浄化センターでは一般公開を実施しており、施設見学のほか、顕微鏡を使った微生物

観察や水質試験等の体験を行っている。また、小学校等の施設見学を含めると令和元年度は合計

5,991 人の参加があった。 

浄化センター 令和元年度 実施日 

洛西浄化センター 10 月 20 日(日) 

洛南浄化センター ８月 17 日(土)・18 日(日)・８月 24 日(土)・25 日(日) 

宮津湾浄化センター  ７月 28 日(日) 

木津川上流浄化センター 10 月５日(土) 
 

 

 

(２) 「マンホールカード」の発行･配布 

 下水道のマンホールふたは自治体ごとに趣向を凝ら 

したデザインとなっていることから、デザインと由来 

を紹介する「マンホールカード」の発行･配布が全国で 

進んでいる。（令和元年 12 月 14 日現在 502 自治体で 

605 種類を発行） 

京都府域では、桂川右岸流域下水道、宮津湾流域下 

水道、京都市、舞鶴市、宇治市、亀岡市、向日市、長 

岡京市、京丹後市、大山崎町および宇治田原町でマン 

ホールカードを配布している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                           

○桂川右岸流域の取組 

桂川右岸流域では、関連市町である京都市、向日市、長岡京 

市、大山崎町と京都府が一体となって取り組む想いを込めて、 

流域下水道の「統一マーク」を制作し、それぞれのカードの裏面 

に記載している。 

マークのデザインには、それぞれの自治体の特徴である、御所車（京都市）、ツツジ（京

都市、向日市、長岡京市）、桜（京都府、京都市、向日市、大山崎町）、竹（向日市、長岡京

市）、天王山（大山崎 

町）を盛り込んでい 

る。 

 

 

 

 

桂川右岸流域統一マーク 

京丹後市       舞鶴市 



 (３) マンホールふた デザイン･コレクション 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

デザインの由来：  京都府 マンホールふた        検索  
 

京都府ホームページ http://www.pref.kyoto.jp/gesuido/16400033.html 

福知山市（大江町） 福知山市（三和町） 

京丹後市（久美浜町） 

舞鶴市 

宮津市 

綾部市 宇治市 

城陽市 向日市 長岡京市 

京田辺市 京丹後市（大宮町） 京丹後市（網野町） 京丹後市（丹後町） 京丹後市（弥栄町） 

木津川市（木津町） 

木津川市（山城町） 木津川市（加茂町） 大山崎町 久御山町 宇治田原町 

和束町 

福知山市（福知山） 

福知山市（夜久野町） 

亀岡市 

井手町 

精華町 

南丹市（園部町） 

京丹波町（丹波町） 

南丹市（日吉町） 

京丹波町（瑞穂町） 与謝野町（加悦町） 与謝野町（岩滝町） 

与謝野町（野田川町） 

京都府 

八幡市 

京都府(宮津湾流域) 京都市 

京丹後市 

京丹後市（峰山町） 

舞鶴市 舞鶴市 

南丹市（八木町） 

http://www.pref.kyoto.jp/gesuido/16400033.html
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